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原　著

１．背景
　医療機関には限られた医療資源の効果的かつ効率
的な活用が求められている．わが国では8割以上が
民間の医療機関である1）こともあり，各医療機関の
詳細な診療実績等の情報の入手は困難である．医療
機関が実効性のある経営戦略を策定するためには，
政府等の公開データを活用して地域医療の状況を推
定する必要がある．
　先行研究では地域の医療需要を評価するための資
料として，厚生労働省が3年に1回実施する患者調査
のデータが用いられている2-5）．患者調査は層化無作
為抽出した全国の医療機関を利用した患者が調査対
象であり，地域別患者数の推計が可能であるように
設計されている6）．しかし，患者調査は調査年10月
の特定の1日における入院・外来患者，9月の1か月

間の退院患者が調査対象であるにすぎず，年間の患
者数を推計したものとは言いがたい7），また，患者
の病態や診療内容に関する情報が乏しい8）と指摘さ
れている．ゆえに，患者調査データを用いて地域の
医療需要を評価するには限界がある．
　厚生労働省は2009年より「レセプト情報・特定健
診等情報データベース（NDB：National Database）」
の構築を開始した．NDB は国民の医療動向を全数
に近い割合で評価できる重要なデータとして位置付
けられている．厚生労働省は2016年よりNDBのデー
タの一部を NDB オープンデータとして毎年公開し
ている9）．NDB オープンデータの公開により，年
間の全国の各診療行為の発生数を都道府県別または
性・5歳階級別に把握可能になった．
　一方，地域の医療供給を評価するための資料とし
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　医療機関が実効性のある経営戦略を策定するためには，政府等の公開データを活用して地域医療の
状況を推定する必要がある．近年，NDBオープンデータと病床機能報告データが公開されたことで，
従来の研究では不可能であった視点から，地域医療の状況の推定が可能になったと考えられる．本研
究の目的は NDB オープンデータと病床機能報告データを用いることで，地域医療の状況をどの程度
推定できるか，また，それらのデータの活用に係る課題も明らかにすることである．本研究では岡山
県の入院医療における手術実施状況を推定した事例を示した．NDB オープンデータと国勢調査デー
タを用いて推計した各市町村の部位別手術発生数と，病床機能報告データから算出した各市町村の部
位別手術実施数を比較し，各市町村と各二次医療圏の部位別手術実施状況を推定した．その結果，入
院医療における手術実施状況は二次医療圏単位での評価が適切であると考えられ，岡山県では「県南
東部」が中心的な役割を担っており，他の二次医療圏から多くの患者が流入していることが示唆され
た．それは第8次岡山県保健医療計画の内容と概ね一致する結果であった．本研究により，NDB オー
プンデータと病床機能報告データを用いることで，岡山県の入院医療における手術実施状況を部位別
に推定可能であることが示された．NDB オープンデータと病床機能報告データには改善の余地が残
されており，NDB オープンデータは各二次医療圏の各分類名称の発生数，病床機能報告データは年
間の各医療機関の部位別手術実施数を公開することが望まれる．
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て，厚生労働省が毎年公開する DPC 導入の影響評
価に係る調査（以下，DPC 調査）のデータが用い
られている4,10）．現在，約3,700の病院がDPC調査の
対象であり11），対象病院の急性期入院医療に係る年
間の診療実績が把握可能である．しかし，地域によっ
ては DPC 調査の対象病院ではない医療機関が急性
期入院医療を担っている場合があり，DPC調査デー
タではそれらの医療機関の診療実績を把握できない4,10）

と指摘されている．ゆえに，DPC 調査データを用
いて地域の医療供給を評価するには限界がある．
　わが国では2014年度より病床機能報告制度が開始
された．病床機能報告制度は一般病床または療養病
床を有する全国の病院と有床診療所が対象であり，
各医療機関は各病棟の病床が担う医療機能のほか，
医療設備，人員配置，手術や救急医療の実施状況
等，多岐にわたる項目を毎年，都道府県に報告しな
ければならない．各都道府県は各医療機関からの報
告内容の公表が義務付けられている12）．病床機能報
告データの公開により，一般病床または療養病床を
有する全国の病院と有床診療所の入院医療に係る診
療実績が把握可能になった．
　岡山県内の医療機関に従事する人口10万人対医師
数は300.4人であり，全国値の240.1人を上回ってい
る13）．このことからも，岡山県は他の都道府県と比
べて医療資源が充実した地域であると言える．しか
し，第8次岡山県保健医療計画によれば，県内の地
域別入院患者の受療動向は県北部から県南部への患
者の流出が見られており14），両者間に医療格差が存
在している．岡山県全体としてバランスの取れた医
療環境を整備するためには，各医療機関が地域医療
の状況を把握し，他の医療機関との連携体制を構築
する必要がある．
　近年，NDB オープンデータと病床機能報告デー
タが公開されたことで，患者調査データと DPC 調
査データでは不可能であった視点から，地域医療の
状況の推定が可能になったと考えられる．ところが，
それらのデータを用いた研究はまだ行われていない．

２．目的
　本研究の目的は NDB オープンデータと病床機能
報告データを用いることで，地域医療の状況をどの
程度推定できるか，また，それらのデータの活用に
係る課題も明らかにすることである．本研究では岡
山県の入院医療における手術実施状況を推定した事
例を示す．多くの手術が入院医療を必要とすること
からも，手術は医療資源の必要度が高い診療行為で
あると言える．本研究により，地域の入院医療にお
ける手術実施状況を明らかにできれば，医療機関が

実効性のある経営戦略を策定するための基礎資料と
して役立つことが期待される．

３．方法
３．１　データ
　本研究では2015年国勢調査の全国と岡山県の各
市町村の性・5歳階級別の人口データ15）と，第2回
NDB オープンデータの「K 手術 款別性年齢別算定
回数」（2015年4月～2016年3月診療分）の入院医療
に係るデータ16）と，岡山県の2015年度病床機能報告
の医療機関別の部位別手術実施数（2015年6月診療
分）のデータ17）を使用した．
３．２　対象
　本研究では岡山県全体を対象とした．岡山県は27
市町村で構成されており，「県南東部」「県南西部」
「高梁・新見」「真庭」「津山・英田」の5つの二次
医療圏に分かれている（図1）．なお，岡山市は政令
指定都市であるため「北区」「中区」「東区」「南区」
それぞれの行政区に分けて扱った．
３．３　方法
　本研究の方法の概要を図2に示す．本研究では
NDB オープンデータと国勢調査データを用いて各
市町村の部位別手術発生数を推計し，病床機能報告
データから各市町村の部位別手術実施数を算出し
た．そして，各市町村の部位別手術発生数と実施数
を比較し，各市町村と各二次医療圏の部位別手術実
施状況を推定した．以下に，各市町村の部位別手術
発生数の推計，各市町村の部位別手術実施数の算出，
各市町村と各二次医療圏の部位別手術実施状況の推
定，それぞれの方法を詳細に記述する．
３．３．１　各市町村の部位別手術発生数の推計方法
　まず，国勢調査データの全国と各市町村の性・5
歳階級別の人口を用いて，全国に占める各市町村の
人口比率を性・5歳階級別に算出した．次に，NDB
オープンデータの全国の各診療行為の性・5歳階級
別の発生数に，全国に占める各市町村の人口比率を
乗じ，各市町村の各診療行為の性・5歳階級別の発
生数を推計した．そして，各市町村の各診療行為の
発生数を部位別に集計し，各市町村の部位別手術発
生数を推計した．なお，NDBオープンデータは「レ
セプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイド
ライン」の最小集計単位の原則に従い，集計値が10
未満の場合等は「−（ハイフン）」で表示されてい
るため，ハイフンは0とした．
３．３．２　各市町村の部位別手術実施数の算出方法
　病床機能報告データは患者住所地等の地理情報を
含んでいない．ゆえに，各医療機関が手術を実施し
た患者がどの市町村に居住するかを把握できない．
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そこで，各医療機関は施設所在地がある市町村の患
者のみに手術を実施したと仮定した．そして，病床
機能報告データの施設所在地情報に基づき，各医療
機関の部位別手術実施数を市町村別に集計し，各市
町村の部位別手術実施数を算出した．なお，病床機

能報告データは個人情報保護の観点から，10未満の
数値は「＊（アスタリスク）」で表示されているため，
アスタリスクは0とした．また，医療機関が未報告
の項目は「未確認」で表示されているため，未確認
も0とした．

図１　岡山県の市町村と二次医療圏

図２　研究方法の概要

NDBオープンデータ
全国の各診療⾏為の

性・5歳階級別の発⽣数

国勢調査
全国と各市町村の

性・5歳階級別の⼈⼝

各市町村の部位別⼿術発⽣数 病床機能報告
各市町村の部位別⼿術実施数

各市町村と各⼆次医療圏の部位別⼿術実施状況
発⽣数 ＞ 実施数 … 需要超過
発⽣数 ＜ 実施数 … 供給超過
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３．３．３　�各市町村と各二次医療圏の部位別手術実
施状況の推定方法

　まず，各市町村の部位別手術発生数を12で除して
月平均値を推計した．次に，各市町村の部位別手術
発生数の月平均値と，各市町村の部位別手術実施数
を比較し，各市町村の部位別手術実施状況を推定し
て地図上に可視化した．さらに，各市町村の部位別
手術実施状況を二次医療圏別に集計し，各二次医療
圏の部位別手術実施状況を同様に可視化した．手術
実施状況は手術発生数が実施数を上回る状態を「需
要超過」，下回る状態を「供給超過」とした．手術
実施状況が需要超過の場合は青色，供給超過の場合
は赤色で地図上に示した．

４．結果
４．１　各市町村の部位別手術実施状況の推定結果
　各市町村の部位別手術実施状況の推定結果を図3
に示す．供給超過の市町村は手術が市町村内で自己
完結しており，さらに，他の市町村から患者が流入
していることを意味する．表1に，供給超過の市町
村を部位別，二次医療圏別に示す．全ての部位が供
給超過の市町村は「北区」のみであった．「倉敷市」
「津山市」は約半数の部位が供給超過であった．多
くの市町村はほぼ全ての部位が需要超過であった．
「中区」「東区」「南区」は需要超過の発生量が多く
なる傾向が見られた．町村は若干の需要超過であっ
た．
４．２　�各二次医療圏の部位別手術実施状況の推定

結果
　各二次医療圏の部位別手術実施状況の推定結果を
図4に示す．「県南東部」は性器以外の部位が供給超
過であった．他の二次医療圏はほぼ全ての部位が需
要超過であった．「県南西部」は需要超過の発生量
が多くなる傾向が見られた．

５．考察
　本研究では NDB オープンデータと病床機能報告
データを用いて岡山県の入院医療における手術実施
状況の推定を試みた．その推定結果から，岡山県の
入院医療における手術実施状況の特徴，本推定手法
の限界，NDB オープンデータと病床機能報告デー
タの活用に係る課題について考察する．
５．１　�岡山県の入院医療における手術実施状況の

特徴
　本研究では NDB オープンデータと国勢調査デー
タを用いて推計した各市町村の部位別手術発生数
と，病床機能報告データから算出した各市町村の部
位別手術実施数を比較し，各市町村と各二次医療圏

の部位別手術実施状況を推定した．その推定結果は
各市町村と各二次医療圏の患者の流入・流出の状況
として捉えることが可能である．
　各市町村の部位別手術実施状況の推定結果（図
3）から，全ての部位が供給超過の市町村は「北区」
のみであることが示された．図5に，手術を実施す
る医療機関の分布を示す．需要超過の発生量が多く
なる傾向が見られた「中区」「東区」「南区」は手術
を実施する医療機関が存在するものの，「北区」へ
の移動距離が比較的近いことから，多くの患者が流
出していると考えられる．町村が若干の需要超過で
あったのは，町村には手術を実施する医療機関がほ
とんど存在しておらず，地域間で手術実施数の偏在
が見られるためである．病床機能の分化・連携の観
点から，医療資源の必要度が高い診療行為である手
術は必ずしも市町村内での完結を目指す必要はない
と考えられる．
　秋山らは静岡県藤枝市にある病床数594床，診
療科目数22科の急性期病院である市立総合病院の
DPC データを分析し，同院の入院患者は藤枝市か
らが69%，藤枝市が属する二次医療圏からが98% で
あったことを明らかにしている18）．二次医療圏が主
として病院等の病床の整備を図るべき地域的単位と
して設定される19）ことからも，入院医療における手
術実施状況は二次医療圏単位での評価が適切である
と考えられる．
　各二次医療圏の部位別手術実施状況の推定結果
（図4）から，「県南東部」は性器以外の部位が供給
超過であり，他の二次医療圏はほぼ全ての部位が需
要超過であることが示された．岡山県の入院医療に
おける手術実施状況の特徴として，「県南東部」が
中心的な役割を担っており，他の二次医療圏から多
くの患者が流入していることが示唆される．
５．２　本推定手法の限界
　秋山は岡山県倉敷市にある病床数1,182床の特定機
能病院である私立医科大学附属病院の DPC データ
を分析し，同院の入院患者は倉敷市からが33.9%，
県南西部二次医療圏からが51.1%，岡山県内からが
87.4% であったことを明らかにしている20）．また，
伏見は患者調査病院退院票と DPC 調査様式1を連
結して作成したデータベースを用いて，患者が二次
医療圏外の病院へ入院する要因を分析した結果，分
析対象患者の14.1% が二次医療圏外へ入院した患者
であり，比較的高機能な病院を選択していたことを
明らかにしている8）．ゆえに，地域の入院医療にお
ける手術実施状況を推定する上で，大学病院等の高
機能な病院が二次医療圏外からの患者も治療してい
ることを考慮する必要がある．しかし，本研究の推
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図３　各市町村の部位別手術実施状況の推定結果
手術実施状況が需要超過の場合は青色，供給超過の場合は赤色で示している．

表１　供給超過の市町村（部位別，二次医療圏別）

県南東部 県南西部 高梁・新見 真庭 津山・英田

皮膚・皮下組織 北区 － － － －

筋骨格系・四肢・体幹 北区 , 中区 － 新見市 － 津山市

神経系・頭蓋 北区 , 中区 笠岡市 － － 津山市

－市庭真市見新市原井 , 市敷倉区北眼

区北喉咽鼻耳 － － － －

顔面・口腔・頸部 北区 倉敷市 － － －

市山津－－－区北部胸

心・脈管 北区 , 中区 － － － 津山市

市山津－－市敷倉区北部腹

尿路系・副腎 北区 倉敷市 － － 津山市

市山津－－市敷倉区南 , 区北器性

部位
二次医療圏
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定手法では二次医療圏を超えた患者の移動を考慮で
きないという限界がある．
５．３　NDBオープンデータの活用に係る課題
　NDB オープンデータは全国の各診療行為の発生
数を都道府県別または性・5歳階級別に集計したデー
タであるため，各市町村の各診療行為の発生数を把
握できない．そこで，本研究では各診療行為の性・
5歳階級別の発生頻度が全国同一であると仮定し，
各市町村の人口構造より各市町村の各診療行為の発
生数を推計した．しかし，各診療行為の性・5歳階
級別の発生頻度が全国同一であるという根拠がない
こと，また，本研究で使用した NDB オープンデー
タでは全体の約8.2％のデータが非公開であること
から，推計した各市町村の各診療行為の発生数は実

際のものと異なることは否定できない．
　その問題を解決するために，仮に各市町村の各診
療行為の発生数が公開されたとしても，NDB オー
プンデータは集計値が10未満の場合等は非公開にな
るため，欠損が多く活用しにくいデータになること
が予想される．NDB オープンデータの手術に関す
る項目は款（部位），分類名称（術式），診療行為と
いうように分類され表示されている．NDB オープ
ンデータは診療行為の粒度までデータを公開するこ
とで，集計値が10未満の項目が発生して欠損が生じ
ている．そのため，分類名称の粒度でデータを公開
することで，欠損が少なくなると考えられるが，町
村等の人口が少ない地域は発生数そのものが少ない
ため，分類名称の粒度であっても欠損が生じるこ

⽪膚・⽪下組織

76

-57

筋⾻格系・四肢・体幹

320

-131

神経系・頭蓋

16

-42

眼

214

-97

⽿⿐咽喉

20

-86

顔⾯・⼝腔・頸部

24

-7

胸部

48

-63

⼼・脈管

344

-286

腹部

580

-56

尿路系・副腎

31

-15

性器

-11

-103

図４　各二次医療圏の部位別手術実施状況の推定結果
手術実施状況が需要超過の場合は青色，供給超過の場合は赤色で示している．
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とが予想される．ゆえに，NDB オープンデータは
各二次医療圏の各分類名称の発生数を公開すること
で，欠損が少なく活用しやすいデータになると考え
られる．
　労災や自賠責，自費部分のデータはそもそも
NDB に収集されていない21）ため，それらのデータ
は NDB オープンデータにも含まれていないことに
注意が必要である．NDB の本来の使用目的は医療
費の適正化計画の策定等であるが，2012年度からは
厚生労働省が毎年公開する社会医療診療行為別統計
にもNDBが活用されている22）．また，近年，NDBオー
プンデータを用いた研究も行われている7,23）．国民皆保
険制度を採用するわが国では，保険診療部分をカ
バーする NDB の有用性は高いと考えられる．NDB
オープンデータのさらなる発展が期待される．
５．４　病床機能報告データの活用に係る課題
　病床機能報告データは個人情報保護の観点から，
10未満の数値は非公開であり，また，医療機関が未
報告の項目も把握できない．さらに，病床機能報告
データの手術に関する項目は単月データであるた
め，季節変動があると考えられる．岡山県内の地域
別入院患者の受療動向は県北部から県南部への患者
の流出が見られているが14），本研究の結果では「県

南東部」以外の二次医療圏はほぼ全ての部位で患者
が流出していることが示された．その要因として，
「県南西部」にある一つの大規模急性期病院の病床
機能報告データが未報告であることが影響している
と考えられる．また，性器が全ての二次医療圏で患
者が流出していたのは，病床機能報告データが欠損
を含んでいること，単月データであることが要因と
して考えられる．
　病床機能報告制度は各医療機関の各病棟の入院医
療に係る内容を報告対象としており，各医療機関は
入院外データを除いた内容を報告しなければならな
い24）．しかし，報告マニュアルには有床診療所は施
設全体を一つの病棟と考えて施設単位で報告するよ
うに記載されている12）．そのため，医療機関によっ
ては誤って入院外データを含めて報告している可能
性がある．ゆえに，有床診療所の部位別手術実施数
は過大評価の可能性があることに注意する必要があ
る．
　病床機能報告データは患者住所地等の地理情報を
含んでいないため，本研究では各医療機関は施設所
在地がある市町村に居住する患者のみに手術を実施
したと仮定し，各市町村の部位別手術実施数を算出
した．しかし，多くの医療機関は施設所在地のある

図５　手術を実施する医療機関の分布
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市町村以外に居住する患者にも手術を実施している
と考えられる．また，NDB オープンデータは診療
行為の粒度までデータが公開されているが，病床機
能報告データは部位の粒度までしかデータが公開さ
れていない．地域の入院医療における手術実施状況
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れることが望まれる．
　しかし，データ量の膨大化や個人情報保護の観点
から，患者住所地情報を含む分類名称の粒度のデー
タを公開することは現実的ではない．また，病床機
能報告データの報告内容の確認作業は各医療機関の
担当者が行っているため，医療機関側の事務負担が
最小限になるように報告内容の粒度に配慮する必要
がある．ゆえに，地域医療構想に関するワーキング
グループで議論されているように，病床機能報告
データの手術に関する項目は年間のデータを報告対
象とし25），年間の各医療機関の部位別手術実施数の
データを公開することで，データの欠損と季節変動
の問題が改善され活用しやすいデータになると考え
られる．
　本研究において，地域の入院医療における手術実
施状況の推定結果に影響を与えた要因の一つとし
て，病床機能報告データに未報告の項目が含まれる
医療機関の存在が挙げられる．ゆえに，そのような
医療機関に対しては医療法の規定に則り，各都道府
県が報告内容の是正を命じることで，情報の整備を

促進させる必要があると考えられる．

６．結語
　本研究では事例として，NDB オープンデータと
病床機能報告データを用いることで，岡山県の入院
医療における手術実施状況を部位別に推定可能であ
ることを示した．入院医療における手術実施状況は
病床機能の分化・連携の観点から，二次医療圏単位
での評価が適切であると考えられ，岡山県では「県
南東部」が中心的な役割を担っており，他の二次医
療圏から多くの患者が流入していることが示唆され
た．それは第8次岡山県保健医療計画の内容と概ね
一致する結果であった．本研究の推定手法はいずれ
の地域でも用いることができ，また，NDB オープ
ンデータと病床機能報告データに共通して含まれる
データ項目であれば，それらの項目にも応用可能で
ある．ゆえに，医療機関が地域医療の状況を推定す
るために役立つことが期待される．
　NDB オープンデータと病床機能報告データには
改善の余地が残されており，NDB オープンデータ
は各二次医療圏の各分類名称の発生数，病床機能報
告データは年間の各医療機関の部位別手術実施数を
公開することが望まれる．また，本研究のように複
数の公開データを活用する場合，データの比較可能
性の有無が重要になる．公開データは二次利用を見
据えてデータの粒度の標準化を図ることで，汎用性
を高める必要があると考えられる．
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Abstract

　In order for medical institutions to formulate effective management strategies, it is necessary to estimate the 
situation of regional healthcare using the available public data of the governments. The purpose of this study is to 
clarify to what extent the situation of regional healthcare can be estimated by using NDB open data and sickbed 
function reports data, and also clarify the issues related to the utilization of these data. In this study, we showed 
an example of estimating the implementation status of surgery in inpatient care in Okayama Prefecture. First, we 
estimated the number of surgeries by organ that occurred in each region using NDB open data and the census data, 
and calculated the number of surgical cases for each organ performed in each region from sickbed function reports 
data. Then, we compared the number of surgeries that occurred in each region with the number of surgical cases 
performed, and estimated the implementation status of surgery for each organ in each region. As a result, it was 
suggested that the “Southeastern Part of the Prefecture” plays a central role in Okayama Prefecture, and many 
patients are flowing into the “Southeastern Part of the Prefecture” from other regions. This study has shown that 
it is possible to estimate the implementation status of surgery by organ in inpatient care in Okayama Prefecture 
by using NDB open data and sickbed function reports data. NDB open data and sickbed function reports data have 
room for improvement. It is considered necessary to improve versatility by standardizing the granularity of data in 
anticipation of secondary use of public data.
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